
適正配置の条件

適正規模の基準

「下妻市立小中学校適正規模適正配置基本計画」を策定しました

　全国的な少子化が急速に進む中、本市においても児童生徒数
の減少が見込まれていることから、学校の適正規模や適正配置
について検討を進めてきました。
　このたび、その基本的な方向性を示す「下妻市立小中学校適
正規模適正配置基本計画」を策定したので、今後はこの計画に
基づき、小学校区ごと、中学校区ごとなどの一定の区域を対象
として、保護者説明会や地区説明会を実施していきます。
　併せて、一定区域ごとに学校再編準備委員会等の会議体を設
置しながら、保護者の皆様や地域の皆様との合意形成を図って
いきます。

児童生徒数の推移

小学校 12学級以上（1学年2学級以上）

　市全体の小学校児童数は、平成17年は2,740人でしたが、令和５年には1,791人まで減少しており、
中学校生徒数は、平成17年は1,463人でしたが、令和５年には975人まで減少しています。
　また、令和25年に小学校児童数は1,062人、中学校生徒数は535人まで減少すると予測されています。

条件の項目 条件とする学校規模（小学校） 条件とする学校規模（中学校）

適正配置準備
開始条件

適正配置実施計画の
策定に向けた準備を
開始

通常学級に在籍する1学年の平均が
15人以下(学校全体で90人以下)

学校全体で8学級以下

適正配置実行
開始条件

適正配置実施計画を
策定・実行を開始

通常学級に在籍する1学年の平均が
12人以下(学校全体で72人以下) 学校全体で６学級(1学年2学級)以下

適正配置完了
条件

遅くとも、ここまで
に適正配置を完了

学区内の連続した2年度の出生者数
の合計が16人以下（複式学級の学
級編制標準）になり、当該2年度の
年長の出生者が入学

学区内の小学校に在籍する連続した3学
年の児童数から予測した学級数が4学級
以下になり、当該3学年の最上級生が入
学（一部の学年でクラス替えができず、
家庭科の教員が配置されない規模）

　児童生徒の教育環境を望ましい状態で維持し、さらには向上させるため、小中学校の適正配置の条件を
整理しました。適正配置の条件は、学校規模によって3段階に分かれています。

学校のあり方のイメージ

下妻市教育委員会 教育総務課 教育総務係
TEL: 0296-44-0740
MAIL:gakko@city.shimotsuma.lg.jp

下妻市立小中学校適正規模適
正配置基本計画は、右の二次
元コードを読み込み、市ホー
ムページをご覧ください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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　小学校は、騰波ノ江小学校が
令和11年に「適正配置実行開始
条件」、令和24年に「適正配置
完了条件」に該当すると想定さ
れています。
　騰波ノ江小学校が「適正配置
実行開始条件」に該当した場合
は、東部中学校区内の小学校だ
けでなく、市内の全ての小学校
を対象として適正配置を進めて
いくこととし、通学環境や教育
施設環境の整備状況を確認しな
がら、できる限り早期に、遅く
とも「適正配置完了条件」に該
当するまでに、適正配置を完了
させるものとしています。

　中学校は、千代川中学校が令和
７年に「適正配置実行開始条件」、
令和12年に「適正配置完了条
件」に該当すると想定されている
ため、小学校より先に適正配置を
進めていく必要があります。
　千代川中学校が「適正配置実行
開始条件」に該当した場合は、ほ
かの中学校との再編を検討し、通
学環境や教育施設環境の整備状況
を確認しながら、できる限り早期
に、遅くとも「適正配置完了条
件」に該当するまでに、適正配置
を完了させるものとしています。

中学校 9学級以上（1学年3学級以上）

望ましい教育環境の創出

　学校は、教育（学び）を提供
する場所です。学びの内容（教
育内容）が適切であることは、
望ましい教育環境の創出を図る
重要な要素となります。
　そのほか学びの場へのアクセ
ス（通学環境）、学びの環境
（教育施設環境）、学びの場
（立地環境）も望ましい教育環
境の創出を図るための重要な要
素です。

令和7年12月発行

　国や県の基準、アンケートの結果を踏まえ、新しい適正規模の基準を整理しました。
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基準に該当しない 適正配置準備開始条件 適正配置実行開始条件

※ 国の基準は12学級以上18学級以下、県の基準はクラス替え
　 が可能である各学年２学級以上となる12学級以上

※ 国の基準は12学級以上18学級以下、県の基準はクラス替え
　 が可能で全ての教科の担任が配置できる９学級以上（国語・
　 社会・数学・理科・英語に複数の教員の配置が可能）

      
   


